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令和３年度 地域活性化総合特別区域評価書 

 

作成主体の名称：神奈川県 

 

１ 地域活性化総合特別区域の名称 

さがみロボット産業特区 ～ロボットで支える県民のいのち～ 

 

２ 総合特区計画の状況  

①総合特区計画の概要 

・生活支援ロボットの実用化や普及を促進していくことにより、人口減少と超高齢社

会の到来によるあらゆる分野での人手不足対策や、増加する自然災害への対応、多く

の人が集まる機会での安全の確保など、県民が直面する身体的・精神的負担等を軽

減するとともに、生活支援ロボットの実用化を担う企業の集積を進め、実証環境の充

実を図る。 

・このように、産業面から県民の「いのち」を守り、県民生活の安全・安心の確保及び

地域社会の活性化の実現を図ることで、あらゆる分野で生活支援ロボットが活用さ

れる「ロボットと共生する社会」を実現し、人生 100 歳時代を迎えた県民の「いの

ち」を輝かせる。 

 

②総合特区計画の目指す目標 

生活支援ロボットの実用化や普及を通じた地域の安全・安心の実現 

 

③総合特区の指定時期及び総合特区計画の認定時期 

平成25年２月15日指定 

平成25年６月28日認定（平成 30年４月１日最終認定） 

 

④前年度の評価結果 

○ライフ・イノベーション分野 4.0点 

・ロボット事業への参入を促すための実証実験や、実証実験フィールドの整備、企

業誘致、開発支援、一般住民の認知度上昇のための広報活動など多様な促進事業

を有機的に展開し、ロボット開発の実績を着実に進めていく点は評価できる。 

・ロボットが果たす役割の重要性はコロナ後の生活や保健医療に今後高まることは

確実視されるため、新しいニーズに対応した開発支援と実証研究、実用化を積極

的に進めて頂きたい。 

・ロボットリテラシー・ロボット経営コンサルタント等新たな視点での多様な挑戦

に期待したい。 

・規制の特例措置や地域独自の取組を通じて、生活支援ロボットの実用化・普及を

着実に進めている点が高く評価できる。ロボット導入後の使用者から製造者への

フィードバックも更なる実用化・普及を後押しする取組として評価できる。 

・今後はロボット活用による具体的なアウトカムの変化を評価してゆくとよいだろ

う。 
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・生活支援ロボットについては、導入件数のみならず導入ロボットの内訳に関する

情報共有も期待したい。 

 

〇アジア拠点化・国際物流分野 4.0点 

・評価指標４で目標達成に至らなかった理由の一つとして、新型コロナウイルス感

染症拡大外の影響で展示会の開催方法等を見直した結果等によることを挙げてい

るが、具体的にどのような見直しをし、何が足りなかったのか、至らなかったと

考えられるのかを把握しておけば、具体的に今後どのような取り組みをしていく

べきかがよりはっきりするのではないか。人と人の接触を軽減するという意味で

も、ロボットの活用は重要であり、必要とされる場面も増えていると考えられる

ため、コロナ禍である今、なおさら積極的な取り組みに期待したい。 

・新型コロナウィルス感染症により事業の推進に一部支障がある中、全体として順

調に目標達成に向けて進捗していると思われる。 

・特区発ロボットの実証実験、商品化、および生活支援ロボットの導入、の各プロ

セスで継続して十分な成果を上げ続けていることが高く評価できる。国内外のロ

ボット産業の成長という外的要因だけでなく、本特区での継続的な取り組みの成

果が反映されている。新型コロナウィルス感染拡大を背景として、生活・医療関

連の支援ロボットのニーズは今後もこれまで以上に高まることが予想されるの

で、引き続き、目標を上回る成果が期待される。 

・財政支援などの活用は行われていないものの、全体的な進捗は極めて良好と評価

できる。 

 

⑤前年度の評価結果を踏まえた取組状況等 

前年度、目標未達成となった「県の企業誘致施策等を活用したロボット関連企業の件

数」、「生活支援ロボットに関する特区の取組に参加する県内中小企業の数」、「生活

支援ロボットを体験する取組に参加した人数」については、新型コロナウイルス感染症

の影響により、イベント等の普及啓発事業が軒並み中止になるなど、特区の広報の手段

が制限される一方で、非接触、遠隔操作が可能なロボットは新型コロナウイルス感染症

対策にも有効なことから、特区特設ページで「新型コロナウイルス感染症対策に活躍で

きるロボットたち」という、コロナ対策に有用なロボットを紹介するページを作成し、

コロナ禍においても実施可能なオンラインでの広報に注力した。 

コロナ後の生活や保健医療においてロボットの重要性は今後も高まるという点につい

ては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に資するロボットの実装に意欲的な施設に

対し、ロボットの選定や導入に必要となる施設環境の調整など、総合的な支援を行う

「新型コロナウイルス感染症対策ロボット実装事業」を新たに開始し、選定された医療

施設において、９件の導入実証を実施し、ロボットの実装に繋げた。また、令和４年度

においても同事業を継続するとともに、新たに新型コロナウイルス感染症対策に効果的

なロボットプロジェクトの商品化に向けた開発等を支援する事業を実施する。 

 

⑥本年度の評価に際して考慮すべき事項 

新型コロナウイルス感染症の影響による、イベント等の普及啓発事業の中止。 
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３ 目標に向けた取組の進捗に関する評価（別紙１） 

①評価指標 

評価指標（１）：「特区発ロボットの商品化状況」［進捗度 120％］ 

数値目標（１）：平成 30年度から令和４年度までの５年間で累計 25件 

［令和３年度目標値 累計 20件、令和３年度実績値 累計 24件、進捗度 120％］ 

 

評価指標（２）：「実証実験等の実施件数」［進捗度 141％］ 

数値目標（２）：平成 30年度から令和４年度までの５年間で累計 200 件 

［令和３年度目標値 累計 160件、令和３年度実績値 累計 226件、進捗度 141％］ 

 

評価指標（３）：「県の企業誘致施策等を活用したロボット関連企業の件数」［進捗度58％］ 

数値目標（３）：平成 30年度から令和４年度までの５年間で累計 35件 

［令和３年度目標値 累計26件、令和３年度実績値 累計15件、進捗度58％］ 

 

評価指標（４）：「生活支援ロボットに関する特区の取組に参加する県内中小企業の数」

［進捗度 73％］ 

数値目標（４）：平成 30年度から令和４年度までの５年間で累計 100 社 

［令和３年度目標値 累計80社、令和３年度実績値 累計58社、進捗度73％］ 

 

評価指標（５）：「生活支援ロボットの導入施設数」［進捗度152％］ 

数値目標（５）：平成30年度から令和４年度までの５年間で累計250箇所 

［令和３年度目標値 累計200箇所、令和３年度実績値 累計303箇所、進捗度152％］ 

 

評価指標（６）：「生活支援ロボットを体験する取組に参加した人数」［進捗度86％］ 

数値目標（６）：平成30年度から令和４年度までの５年間で累計90,000人 

［令和３年度目標値 累計80,000人、令和３年度実績値 累計68,945人、進捗度86％］ 

 

②寄与度の考え方 

 ― 

 

③総合特区として実現しようとする目標（数値目標を含む）の達成に、特区で実施する

各事業が連携することにより与える効果及び道筋 

最終的な目標「生活支援ロボットの実用化や普及を通じた地域の安全・安心の実現」 

の達成に向け、生活支援ロボットを実用化していくにはロボットの使い勝手等を高め

ていく必要があるため、実証実験等の実施（数値目標２）を進める。 

また、この取組をさらに加速していくため、実証実験等の担い手となるロボット関

連産業の特区内への集積やロボット関連企業への参入支援（数値目標３）、特区の取

組に参加する県内中小企業の増加（数値目標４）を図ることで、実証環境を充実させ

る。 

これらの取組を一体的に進め、ロボットを商品化（数値目標１）し、導入を促進する
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（数値目標５）とともに、ロボットの社会受容性を高めていくこと（数値目標６）によ

り、ロボットと共生する社会を実現し、地域の安全・安心を実現していく。 

 

④目標達成に向けた実施スケジュール 

        数値目標１、数値目標２については、生活支援ロボットの開発案件のうち、県民生

活に大きなインパクトを与えるもの等を重点支援する「重点プロジェクト」、県内企

業に関わらず全国から実証案件を募集する「公募型ロボット実証実験支援事業」、企

業等の技術を結集しロボットを開発する「神奈川版オープンイノベーション」、県内

中小企業のロボット事業への参入を促すため開発費や実証実験経費を補助する「ロボ

ット実用化促進補助金」を着実に推進することで、目標の達成に至った。また、新型

コロナウイルス感染症の拡大防止に有用なロボットの実装に意欲的な施設において、

ロボットの導入実証を支援する「新型コロナウイルス感染症対策ロボット実装事業」

を新たに実施した。今後もこれまでの取組に加え、社会情勢に応じた新たな取組を実

施することで、多数の実証実験の実施と、その成果を踏まえた商品化の実現を目指

す。 

        数値目標３については、企業誘致施策「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」等のインセンテ

ィブによる企業誘致や、特区の開発プロジェクトを活用した企業のロボット分野への

新規参入を促進することで、特区内への産業集積を進めた。令和３年度は、企業立地

セミナーをオンラインで開催するとともに、「2022 国際ロボット展」に出展するな

ど、ロボット関連企業の誘致の推進に取り組んだ。 

     目標達成には至らなかったが、今後も国との協議の結果を踏まえて平成 26年度当

初から開始した、県が権限を持つ規制の緩和を行う「県版特区」等も引き続き活用し

ながら、更なる産業集積を進めていく。 

数値目標４については、令和２年度に引き続き、優れたロボット関連技術を紹介す

る、「ロボット技術マッチングサイト」を通じて、ロボット研究会を始めとした特区

の取組への参加を促した。目標達成には至らなかったが、令和４年２月に、特区で取

り組んでいるコロナ対策に有用なロボットを紹介する「新型コロナウイルス感染症対

策に活躍できるロボットたち」を特区特設ページに新たに作成した。今後もマッチン

グサイトによるマッチングの促進や、特区特設ページによる広報の強化などにより県

内中小企業の更なる参加を促していく。 

数値目標５については、特区発で商品化したロボットを対象とするロボット導入支 
援補助金により導入を支援するとともに、生活支援ロボットのモニター制度により特

区発のロボットを試用し、有用性を実感してもらうことにより、目標達成に至った。

また、ロボット導入支援補助金や介護ロボット導入支援事業費補助金、モニター制度

においては、使用者等に報告書を提出させており、ロボット製造業者等へフィードバ

ックすることで、ユーザーニーズに沿った製品開発に役立てている。今後も取組を継

続することで、特区発ロボットの更なる導入を進めていく。 
数値目標６については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、普及啓発事

業を中止せざるを得ず、モニター制度、ロボット体験施設などを、感染症対策を十分

に措置したうえで実施したため、計画どおりの実績が出ず、目標達成には至らなかっ

た。今後も新型コロナウイルス感染症拡大の状況を考慮し、適切に対応しながら普及
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啓発の取組を進めていく。 

 

 

４ 規制の特例措置を活用した事業等の実績及び自己評価（別紙２） 

①特定地域活性化事業：該当なし 

本特区で取り組む生活支援ロボットの実用化・普及に関して、特定地域活性化事業

に該当する具体的案件がなかった。 

 

②一般地域活性化事業 

②－１ 医療機器製造販売承認等の手続の円滑化（薬事法） 

ア 事業の概要 

厚生労働省から、企業等がロボットの実証実験にあたって医療機関に協力を求

めることや、医療関係者に対してロボットのデモンストレーションを行うことに

ついて医薬品・医療機器等法上の運用等が示され、実施に係る条件の詳細を確認で

きたことにより、各種ロボットについての薬事相談や、医療関係者が協力しての実

証実験等を円滑に進めることができた。 

イ 評価対象年度における規制の活用状況と目標達成への寄与 

   当該措置の活用により、令和３年度は、３プロジェクトで３件の実証実験を実 

  施し、ロボットの実用化及び改良につながった。 

 

②－２ 訪問介護員や介護支援専門員による服薬支援(カセット交換)の実施（医師法、

歯科医師法、保健師助産師看護師法、薬剤師法、平成 12 年３月 17 日老計第 10

号厚生省老人保健福祉局老人福祉計画課長通知） 

ア 事業の概要 

      厚生労働省から、現行法令で対応可能（ただし当該行為に係る介護報酬の取扱

いについては各自治体（市町村）が判断）との見解が示されたことにより、服薬

支援ロボットの普及が促進され、安定した服薬管理を実現することができた。 

  イ 評価対象年度における規制の特例措置の活用状況と目標達成への寄与 
   当該措置が一因となり、平成 28年度からの累計で、県内 91箇所への服薬支援

ロボットの普及が進んだ。 

 

③規制の特例措置の提案 

本特区で取り組む生活支援ロボットの実用化・普及に関して、規制の特例措置が必要

な具体的案件がなかったことから、提案に至らなかった。 

 

５ 国の財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価 

①財政支援：評価対象年度における事業件数０件 

＜調整費を活用した事業＞ ０件 

＜既存の補助制度等による対応が可能となった事業＞ ０件 

（最大３事業について記載） 
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②税制支援：評価対象年度における適用件数０件 

地域活性化総合特別区域における税制支援が平成 29年度末で終了している。 

 

③金融支援（利子補給金）：評価対象年度における新規契約件数０件 

近年、事業者の資金調達が金融機関からの調達以外の手法もあるなど多様化している

こともあり、企業から利子補給金を利用したいという申出がなされなかった。 

 

６ 地域独自の取組の状況及び自己評価（別紙３） 

（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連す

る民間の取組等） 

「重点プロジェクト」や「ロボット導入支援補助金」等の取組により、生活支援ロボ 
ットの研究開発から普及までを促進するとともに、ロボットが活躍している様子を身近

な場所で体験できるモデル空間「かながわロボタウン」の取組により、ロボットと共生す

る社会の実現に取組んだ。令和元年度から引き続き、県民生活への影響、発展性、注目度

に優れたプロジェクトを支援する「最先端ロボットプロジェクト推進事業」を実施し、さ

らなる商品化の実現に取組んだ。令和３年度は、令和２年に引き続き、新型コロナウイル

ス感染症が事業の推進に大きな影響を与える一方で、非接触や遠隔操作が可能なロボッ

トは新型コロナウイルス感染症対策にも有効なことから、新たに新型コロナウイルス感

染症の拡大防止に有用なロボットの実装に意欲的な施設において、ロボットの導入実証

を支援する「新型コロナウイルス感染症対策ロボット実装事業」を実施した。 
 また、地域における財政・税制・金融上の支援措置や独自の規制緩和により、ロボッ 
ト関連産業の集積を促進している。 
 さらに、民間企業・区域内の市町による自主的な取り組みが拡大しており、地域をあげ

て特区の取組を大きく進展させることができた。 
 

７ 総合評価 

令和３年度の数値目標について、６項目中３項目の数値目標を達成した。 
新型コロナウイルス感染症拡大の影響による事業の中止や、企業活動の停滞等により、

「県の企業誘致施策等を活用したロボット関連企業の件数」、「生活支援ロボットに関す

る特区の取組に参加する県内中小企業の数」及び「生活支援ロボットを体験する取組に参

加した人数」については、目標未達成となった。 

一方で、非接触や遠隔操作が可能なロボットは新型コロナウイルス感染症対策にも有効

なことから、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に有用なロボットの実装に意欲的な施

設において、ロボットの導入実証を支援する「新型コロナウイルス感染症対策ロボット実

装事業」や、特区で取り組んでいるコロナ対策に有用なロボットを紹介する「新型コロナ

ウイルス感染症対策に活躍できるロボットたち」を特区特設ページに作成するなど、社会

情勢に対応した新たな取組を実施した。 

目標達成に向けて、オンラインとなる「ロボット技術マッチングサイト」の掲載企業を

随時追加し、マッチングを促進することや、「新型コロナウイルス感染症対策に活躍でき

るロボットたち」の充実などにより、特区内へのロボット関連企業の集積や特区に参加す

る企業の促進に取組んでいく。また、社会情勢に応じた新たな取組を実施するとともに、



7 

感染症対策をしっかりと措置したうえで、各種事業を推進していく。 

 次年度以降も、生活支援ロボットの実用化・普及を通じた県民生活の安全・安心の実現

に向け、総合特区の取組を継続していく。 
 



別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成30年度） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和○年度

目標値 ５件 10件 15件 20件 25件

実績値 ６件 10件 15件 24件

進捗度（％） 120% 100% 100% 120%

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年
度の目標

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

（考え方）
　生活支援ロボットの実証実験等とともに、商品化やその後の普及に向けた取組（販売に必要な許認可取得の支援、介護
保険適用等での導入費用軽減、ＰＲ等を通じた販売促進等）を総合的に進めることで、企業がロボットを売り出しやすい環境
をつくり、特区で実用化されたロボットを次々と市場に送り出していく。
（主な取組、関連事業）
○重点プロジェクト（生活支援ロボットの開発案件のうち、県民生活に大きなインパクトを与えるもの等を重点支援）
○公募型ロボット実証実験支援事業（全国から実証案件を公募）
○神奈川版オープンイノベーション（企業等の技術を結集しロボットを開発）
○ロボット実用化促進補助金（県内中小企業のロボット事業への参入を促すため開発費や実証実験経費を補助）
〇ロボット共生社会推進事業（辻堂駅周辺地域のモデル空間での実証実験、江の島での自動運転バスの実証実験）

　これまでの特区の取組により、商品化に至る手法が構築できていること等を踏まえ、前計画の実績である年平均３件を上
回る年平均５件で設定した。

令和３年度は重点プロジェクトの４件を中心に目標値５件を大きく上回る９件の商品化が実現した。重点プロジェクトでは、日
頃から開発企業の活動方針や実証計画についてヒアリングしながら、実証場所の調整や保険の加入など、実証の支援を
行ったことで商品化に大きく貢献することができた。特に非接触、遠隔操作が可能なロボットは新型コロナウイルス感染症対
策にも有効なことから、引き続き商品化に向けた支援を継続する。

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代
替指標又は定性的な評価を用
いる場合

外部要因等特記事項

数値目標（１）
特区発ロボットの商品化

状況
５年間で25件（累計）

寄与度(※)：100（％）

評価指標（１）
特区発ロボットの

商品化状況



別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成30年度） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和○年度

目標値 40件 80件 120件 160件 200件

実績値 57件 111件 168件 226件

進捗度（％） 143% 139% 140% 141%

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

令和2年度に引き続き、プレ実証フィールドでのプレ実証実験の30件や重点プロジェクトの10件を中心に目標値40件を大きく
上回る58件の実証実験を実施することができた。令和３年度は昨今の社会情勢に鑑み、新型コロナウイルス感染症の拡大
防止に有用なロボットの実装に意欲的な施設において、ロボットの導入実証を支援する「新型コロナウイルス感染症対策ロ
ボット実装事業」を新たに実施し、医療施設において9件の実証を実施することができた。今後も、社会情勢に応じた新たな
取組を実施することで、様々な実証実験を推進する。

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

評価指標（２）
実証実験の
実施件数

数値目標（２）
実証実験の実施件数
５年間で200件（累計）

寄与度(※)：100（％）

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代
替指標又は定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

（考え方）
　早期に県民の目に触れる形で実証が可能な案件等を「重点プロジェクト」として位置づけ、実証実験の実施を含めた実用
化への支援を行うほか、全国から案件を公募し多数の実証実験を実施していく。
（主な取組、関連事業）
○重点プロジェクトの実施（生活支援ロボットの開発案件のうち、県民生活に大きなインパクトを与えるもの等を重点支援）
○公募型ロボット実証実験支援事業（全国から実証案件を公募）
○プレ実証フィールドでのプレ実証実験
〇最先端ロボットプロジェクト推進事業（県民生活への影響、発展性、注目度に優れた最先端のプロジェクトを支援）
〇新型コロナウイルス感染症対策ロボット実装事業（ロボットの実装に意欲的な施設において、ロボットの導入実証を支援）

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年
度の目標

　平成26年５月に元県立高校の施設を活用した「プレ実証フィールド」を開設したこと、病院や介護施設といった実証実験受
入先とのネットワークが充実したこと、前計画期間の実績（Ｈ25年度～Ｈ28年度：累計138件、年平均約35件）等を考慮し、年
平均40件で設定した。



別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成30年度） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和○年度

目標値 ５件 11件 18件 26件 35件

実績値 ４件 10件 14件 15件

進捗度（％） 80% 91% 78% 58%

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

　目標値の26件に対して、実績値が15件（セレクト神奈川100：３件、セレクト神奈川ＮＥＸＴ：５件、特区の取組みを活用して、
ロボットの実用化に新たに取り組む特区内の企業：５件、特区の取組みを活用した企業で、新たに特区内に事業所や部門を
設置・移転したロボット関連企業１件、特区内市町の企業誘致施策を活用したロボット関連企業１件）に留まり、目標達成に至
らなかった。
　現状では、「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」の支援対象となる企業が一定規模の土地を確保する際、他業種（特に交通利便性が高
い土地への進出意欲が高い物流事業者）との競合が発生し、土地の確保が困難な状況にある。この問題に対応するため、
デベロッパーや金融機関等との連携を強化して、産業用地情報の取得に力を入れるとともに、立地希望企業のニーズに適し
た用地情報の提供に取り組んでいる。
　また、中小企業を中心に、自らが持つ技術の可能性や連携可能領域が把握できず、ロボット関連産業への新規参入を決断
できないという課題がある。そのため、ロボット関連産業への参加を検討している企業が保有するシーズについて、特区ネッ
トワーク等を活用して収集するとともに、コーディネータ等のブラッシュアップ後、企業とのマッチングを図る「ロボット技術マッ
チングサイト」を活用し、特区に参加する企業の裾野を広げる活動も行っている。
　上記取組を継続して実施することで、ロボット関連企業の集積を推進する。

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

評価指標（３）
県の企業誘致施策
等を活用したロボッ
ト関連企業の件数

数値目標（３）
県の企業誘致施策等を
活用したロボット関連企

業の件数
５年間で35件（累計）

寄与度(※)：100（％）

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代替
指標又は定性的な評価を用いる
場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

前計画期間での評価指標「ロボット関連事業所の集積割合」は、総務省統計局「経済センサス」の結果に基づくものである
が、同センサスは３年ないし５年毎に行われることから、毎年度の実績把握が困難であるため廃止することとした。
　代替指数として用いていた「県の企業誘致施策におけるロボット関連企業の事業所建設計画認定件数」は、県の企業誘致
施策である「セレクト神奈川100」の実績で把握してきたが、同施策は、一定規模の投資額（中小企業の場合は5,000万円以
上）、新規常用雇用人数（同、10人以上）等を満たす案件に限って支援をしており、ロボット関連産業は、ベンチャー企業や小
規模企業など、要件を満たさない場合が多く、支援の対象となりにくいという実情があった。
　そこで、より集積の実体に即した目標とするため、現計画期間での評価指標は、「県の企業誘致施策【等】を活用したロボッ
ト関連企業の件数」とし、「セレクト神奈川100」以外にも、関連施策を活用した企業も含めて把握することとした。
【主な取組・関連施策】
○県の企業誘致施策「セレクト神奈川100」及び「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」
　（「セレクト神奈川100」及び「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」では、（1）センサー、（2）知能・制御系、（3）駆動系の要素を持つ機械シ
ステムの製造・開発等を行う企業、及びそうした３要素の部品の製造、研究している場合も、「ロボット関連企業」として対象と
している。）
○特区内市町の企業誘致施策
○新たにロボットの実用化に取り組むまたは新たに特区内に事務所を設置・移転するための各種取組（重点プロジェクト、公
募型ロボット実証実験支援事業、神奈川版オープンイノベーション、ロボット実用化促進補助金、最先端ロボットプロジェクト
推進事業）

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年度
の目標

　平成25年度～28年度までの「県の企業誘致施策におけるロボット関連企業の事業所建設計画認定件数」の実績は累計14
件であり、年平均では3.5件となる。



別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成30年度） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和○年度

目標値 20社 40社 60社 80社 100社

実績値 20社 30社 45社 58件

進捗度（％） 100% 75% 75% 73%

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

   これまで、ロボット研究会を始めとした特区の取組への参加を通じ企業のロボット関連産業への参入を促してきたが、当
該指標は令和元年度から、引き続き数値目標が未達成であることから、令和２年度において、従来から行ってきたフォーラ
ムを廃止し、新たに、優れたロボット関連技術を紹介する「ロボット技術マッチングサイト」を設置することで、更なる参加企業
の獲得に向けた取組を行った。
　しかし、令和２年度に続き、新型コロナウイルス感染症の影響により、従来から取り組んできた大規模展示会での広報活
動が実施できなかったことから、全体としては、目標の80社に対して、実績値が58社に留まり、目標達成には至らなかった。
　本件目標の達成には、特区の取組を広く周知することで、新規参入を促すことが重要であり、また、非接触、遠隔操作が
可能なロボットは新型コロナウイルス感染症対策にも有効なことから、令和４年２月に新たに、特区で取り組んでいるコロナ
対策に有用なロボットを紹介する「新型コロナウイルス感染症対策に活躍できるロボットたち」を特区特設ページに作成し
た。
　今後も新型コロナウイルス感染症の影響が不透明であるため、オンラインで提供している「ロボット技術マッチングサイト」
や特区特設ページの活用を通じて、更なる参加を促していく。

外部要因等特記事項 新型コロナウイルス感染症の影響により、大規模展示会での広報活動を休止

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

評価指標（４）
特区の取組に参加
する県内中小企業

の数

数値目標（４）
特区の取組に参加する

県内中小企業の数
５年間で100社（累計）

寄与度(※)：100（％）

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代
替指標又は定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

（考え方）
　県内経済の主要な担い手である中小企業を、特区の取組を通じてロボット関連産業への参加を促進することにより、実証
環境を充実させる。
（主な取組、関連事業）
○ロボット研究会
○重点プロジェクト（生活支援ロボットの開発案件のうち、県民生活に大きなインパクトを与えるもの等を重点支援）
○公募型ロボット実証実験支援事業（全国から実証案件を公募）
○神奈川版オープンイノベーション（企業等の技術を結集しロボットを開発）
○ロボット実用化促進補助金（県内中小企業のロボット事業への参入を促すため開発費や実証実験経費を補助）
○さがみロボット産業特区参加促進事業（マッチングや展示会等により、中小企業等がロボット関連産業に関わる機会を提
供）
〇ロボット共生社会推進事業（辻堂駅周辺地域のモデル空間での実証実験、江の島での自動運転バスの実証実験）

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年
度の目標

　前計画期間の実績（Ｈ27年度～Ｈ28年度：44件）を踏まえ、年平均20社、累計100社の増加を目標として設定した。



別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成30年度） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和○年度

目標値 50箇所 100箇所 150箇所 200箇所 250箇所

実績値 104箇所 171箇所 251箇所 303箇所

進捗度（％） 208% 171% 167% 152%

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

令和２年度に引き続き、ロボット導入支援補助金の34箇所や介護ロボット導入支援事業費補助金の10箇所を中心に目標値
50箇所を上回る52箇所に導入することができた。ロボット導入支援補助金については、補助額の大きいロボット（Whiz i（2台
100万円）、殺菌灯搭載ロボット（1台99万3千円））が導入されたことにより締め切り前に予算上限に達したことや、締め切り
後の申請取り消しが複数件あったことから、令和2年度の80箇所からは減少したが、多くの需要があることから、引き続き、
取組を継続する。

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

評価指標（５）
生活支援ロボット
の導入施設数

数値目標（５）
生活支援ロボットの導入

施設数
５年間で250箇所（累計）

寄与度(※)：100（％）

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代
替指標又は定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

（考え方）
　前計画期間では、生活支援ロボットの実用化を中心に取組を進めてきたが、本特区の取組も一因となり、全国的に生活支
援ロボットの実用化が進みつつあることから、特区の取組に関係のある生活支援ロボットの普及を進める。
（主な取組、関連事業）
○ロボット導入支援補助金（本特区で商品化されたロボットの導入経費を補助）による導入
 　※補助金交付者には使用者の使用態様や頻度、効果について記載した報告書を提出させており、ロボット製造者等
　　　へフィードバックすることで、更なる改善に役立てている。
○介護ロボット導入支援事業費補助金（本特区を実用化したものを含む介護施設への介護ロボットの導入経費を補助）での
導入
○上記２補助金を活用せず、特区の取組（重点プロジェクト、公募型ロボット実証実験支援事業、神奈川版オープンイノベー
ション、ロボット実用化促進補助金）で実用化したロボット、実用化後の改良に取り組んでいるロボットの導入
○ロボット体験キャラバン、ロボット体験モニター制度が契機となった導入
○ロボット共生社会推進事業（辻堂駅周辺でのかながわロボタウンの取組、江の島での自動運転バスの実証実験）

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年
度の目標

　前計画期間の実績（Ｈ28年４月～Ｈ29年12月：66箇所）を踏まえ、年平均50箇所、累計250箇所を目指すこととした。

※Ｈ27年度以前は、ロボット導入支援補助金を実施しておらず、導入状況を把握していない。



別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成30年度） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和○年度

目標値 4,000人 60,000人 70,000人 80,000人 90,000人

実績値 30,285人 61,221人 63,241人 68,945人

進捗度（％） 757% 102% 90% 86%

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

   これまで、ロボット体験キャラバンや、ロボットリテラシー授業を中心に生活支援ロボットを体験できる取組を実施してきた
が、新型コロナウイルス感染症の影響により、これらの事業を休止せざるを得ず、当該指標は令和２年度から引き続き目標
が未達成となっている。また、実施しているロボット体験施設についても、新型コロナウイルス感染症対策として団体の人数
を従来の30名から20名程度まで制限するなどの対応を余儀なくされた。
　今後も新型コロナウイルス感染症拡大の状況を考慮し、適切に対応しながら普及啓発の取組を進めていく。

外部要因等特記事項 新型コロナウイルス感染症の影響により、ロボット体験キャラバン及びロボットリテラシー授業を休止

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

評価指標（６）
生活支援ロボット
を体験する取組に

参加した人数

数値目標（６）
生活支援ロボットを体験す

る取組に参加した人数
５年間で90,000人（累計）

寄与度(※)：100（％）

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代
替指標又は定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

（考え方）
　前計画期間では、生活支援ロボットの実用化を中心に取組を行ってきたが、本特区の取組も一因となり、全国的に生活支
援ロボットの実用化が進みつつあることから、県民に対し、ロボットの有用性、必要性を実感できる取組を実施することで、
生活支援ロボットの普及を進める。
（主な取組、関連事業）
○ロボット体験キャラバン（生活支援ロボットを持って介護施設等を訪問し、現場の職員にロボットを体験してもらう取組）
○ロボットモニター制度（購入を検討している方に安価でロボットを試用していただき、実際の購入につなげる取組）
○ロボットリテラシー授業（小学校等を訪問し、こどもたちがロボットに親しみ、動く仕組みや正しい使い方について考えるこ
とで、ロボットとの共生に欠かせないこころ「ロボットリテラシー」を養うことを目的とした授業）
○ロボット体験施設（住宅展示場のモデルハウス等にロボットを設置し、ロボットのある暮らしを実感していただく取組）
○ロボット共生社会推進事業（辻堂駅周辺でのかながわロボタウンの取組、江の島での自動運転バスの実証実験）
〇新型コロナウイルス感染症対策ロボット実装事業（ロボットの実装に意欲的な施設において、ロボットの導入実証を支援）

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年
度の目標

　平成30年度から新たに開始したロボット共生社会推進事業における「かながわロボタウン」の取組や、江の島での自動運
転バスの実証実験の実施、ロボット体験施設の移設等を踏まえ、数値目標を20,000人から90,000人に上方修正する。



別紙２

関連する数値目標

国との協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかになった措置による事業（本文４②に記載したものを除く。）

関連する数値目標
評価対象年度における

活用の有無

数値目標
（１）
（２）

無

数値目標
（１）
（２）

無

国との協議の結果、全国展開された措置を活用した事業（本文４②に記載したものを除く。）

関連する数値目標
評価対象年度における

活用の有無

現時点で実現可能なことが明らかになった
措置による事業の名称

備考
（活用状況等）

・厚生労働省から、一定の条件の下で遠隔診療に「超音
波診断ロボット」を活用可能との見解が示されたため、事
業者において本格的に同ロボットの実用化に取り組むこ
とが可能となった。
・平成25･26年度の実証に続き、平成27年度からは更な
る改良に向けて、医療機関との共同研究を開始してお
り、平成29年度に遠隔診療ではないが、機器の性能向上
に向けた実証実験を実施した。
・本年度の取組では、本特例措置が必要となる実証実験
の案件がなかったため、活用していないが、必要があれ
ば積極的に活用していく。

全国展開された事業の名称
備考

（活用状況等）

該当なし

＜特記事項＞

「超音波診断ロボット」を活用した遠隔診療
（医師法）

該当なし

■規制の特例措置等を活用した事業の実績及び評価
規制の特例措置を活用した事業

特定（国際戦略／地域活性化）事業の名称（事業の詳細は本文４①を参照） 規制所管府省による評価

規制所管府省名：＿＿＿＿＿＿＿
□　特例措置の効果が認められる
□　特例措置の効果が認められない
　　　⇒□要件の見直しの必要性あり
□　その他

※関連する数値目標の欄には、別紙１の評価指標と数値目標の番号を記載してください。

道路使用許可手続の簡略化（道路交通
法）

・県警本部との調整により、道路使用許可申請において、
一回の申請で得られる許可期間が特区内においては、
最大14日間まで延長され、公道を使った実証実験の円滑
な実施が可能となった。
・本件措置の活用により、平成25・26年度に１件ずつ、現
計画期間では、平成31年３月に歩行者がいる公道（歩
道）において、巡回監視ロボットによる自動巡回警備の実
証実験が実現した。
・本年度の取組では、本特例措置が必要となる実証実験
の案件がなかったため、活用していないが、必要があれ
ば積極的に活用していく。



別紙３
■地域独自の取組の状況及び自己評価（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連する民間の取組等）
財政・税制・金融上の支援措置
財政支援措置の状況

事業名 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

税制支援措置の状況
事業名 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

（再掲）「セレクト神奈川Ｎ
ＥＸＴ」等による企業誘致の
促進

同上
数値目標
（３）

同上 神奈川県

金融支援措置の状況
事業名 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

（再掲）「セレクト神奈川Ｎ
ＥＸＴ」等による企業誘致の
促進

同上
数値目標
（３）

同上 神奈川県

規制緩和・強化等
規制緩和

取組 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

「県版特区」の推進
企業の立地環境を改善するため①国の規制緩和と併せて②土地利用
等に関して県が権限を持つ各種規制を見直していく。

数値目標
（３）

　国土交通省から、「市街化調整区域に工場等が
立地する場合の開発許可基準の緩和」や「市町村
が地区計画を定める場合における都道府県協議の
廃止」について、一定の条件の下で地域独自の緩
和が可能との見解が示されたことにより平成26年
度から開始された、県が権限を持つ土地利用に関
する規制を見直す「県版特区」を引き続き推進す
ることができた。
　また、「県版特区」と同様の取組として、「市
街化調整区域における地区計画の市町との協議に
関する指針」の改正や県所管区域での開発行為等
の許可による「市街化調整区域での工場立地に係
る新たな開発提案基準」を策定するなど、昨今の
課題である製造業が立地しにくい環境の改善への
取組を進めた。

神奈川県

規制強化
取組 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

その他
取組 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

重点プロジェクト

「さがみロボット産業特区」において実用化が期待される生活支援ロボット
の開発案件のうち、早期に県民の目に触れる形で実証実験を行うことが
可能な案件、県民生活に大きなインパクトを与えることが期待される案
件、知名度が高く、対外的な発信力に優れた案件などを「重点プロジェク
ト」として位置づけ、積極的に取組を推進していく。このことにより、支援に
係るノウハウの蓄積等を図り、この特区から生活支援ロボットを次々と生
み出すための土壌をつくる。

数値目標
（１）
（２）
（３）
(４)

　21件をプロジェクトに指定しており、累計37件
の実証実験を行い、10件の商品化を達成するな
ど、生活支援ロボットの実用化を大きく促進する
ことができた。

神奈川県

公募型ロボット実証実験支援
事業

実証案件の全国公募や実証場所の確保などの取組を総合的に展開し、
生活支援ロボットの実証実験を促進する。

数値目標
（１）
（２）
（３）
（４）

　累計39件を採択し、すべてで実証実験を実施し
た。実証実験により今後の改良点が明確化され、
累計４件の商品化を達成した。

神奈川県

神奈川版オープンイノベー
ション

生活支援ロボット等を最短期間で商品化するため、専門家のコーディネー
ト等により、企業や大学等の各機関がもつ資源を最適に組み合わせて研
究開発を促進する。

数値目標
（１）
（２）
（３）
（４）

　企業や大学等が持つ資源を最適に組み合わせて
共同開発を行う仕組みを構築し、これまでに累計
20件の共同開発を行った。国の補助金を活用した
ほか、県独自の財政支援により、取組を大きく進
めることができた。
　現在５件のプロジェクトが開発を進めている。

神奈川県

ロボット実用化促進補助金
中小企業・小規模企業のロボット事業への参入を促進するため、ロボット
の開発プロジェクトに対して補助する。（補助率1/3、上限450万円）

数値目標
（１）
（２）
（３）
（４）

※事業の見直しにより、平成30年度限りで廃止。 神奈川県

最先端ロボットプロジェクト
推進事業

経済的効果、県民生活への影響、発展性、注目度に優れた最先端のロ
ボットプロジェクトを公募し、商品化に向けた実証実験の実施や改良に加
え、市場調査や人材確保なども支援する。

数値目標
（１）
（２）
（３）
（４）

　令和３年度は、３件のプロジェクトの実証実験
等の支援を行った。

神奈川県

「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」
等による企業誘致の促進

企業誘致施策「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」制度概要
(1)企業立地促進補助金＜対象：県外からの立地、県内再投資＞
土地・建物・設備への投資額に一定割合を乗じた金額を上限額の範
囲内で補助する。

(2)不動産取得税の軽減＜対象：県外からの立地、県内再投資＞
不動産取得税の2分の1を軽減する。

(3)企業立地促進融資(中小企業・中堅企業(資本金10億円未満の企
業)限定）＜対象：県外からの立地、県内再投資＞
県が金融機関に対して補助することで、金融機関からの融資を通常
よりも低利で受けられる。

(4)企業誘致促進賃料補助金＜対象：県外からの立地、外国企業の
み県内再投資＞
工場、研究所、事務所などの事業所に対して、賃料に一定割合を乗
じた金額を上限額の範囲内で補助する。

　設備投資を行う企業に対し、財政・税制・金融
と様々な経済的インセンティブを講じる企業誘致
施策「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」等を活用し、ロ
ボット関連企業の誘致を推進した。
　令和３年度には、企業立地セミナーをオンライ
ンで開催するとともに「2022国際ロボット展」に
出展するなど、県内外のロボット関連企業へのプ
ロモーションを実施した。
　令和３年度は、ロボット関連の１事業所を認定
した。前計画期間から通算して、23事業所のロ
ボット関連産業の集積を進めることができた。

神奈川県
数値目標
（３）



新型コロナウイルス感染症対
策ロボット実装事業

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に有用なロボットの実装に意欲的
な施設に対し、ロボットの選定や導入に必要となる施設環境の調整など、
総合的な支援を行う。併せて得られたノウハウをモデル化し、同種施設へ
の実装を推進する。

数値目標
（１）
（２）
（３）
（４）

　令和３年度は、選定した医療施設において、新
型コロナウイルス感染症の拡大防止に有用な９件
のロボットの導入実証を支援した。併せて、導入
実証の成果をロボットの導入の手順書として作成
した。

神奈川県

ロボットの商品化デザイン支
援

生活支援ロボット開発でデザイン課題を有する県内中小企業に対して、
ユーザーに受け入れられる魅力ある商品づくりを行うため、デザイン事業
者との共創、企業連携、３Dプリンターによる試作造形、知的財産権等の
総合的な支援を行う。

数値目標
（１）

　商品戦略、商品企画、デザイニング、試作・製
造監修までの一連のデザイン開発支援、試作支
援、知的財産権やデザイン契約など専門家による
知財戦略支援などのデザイン支援を神奈川県立産
業技術総合研究所で実施した。
　令和３年度、２件のデザイン支援を行った。

神奈川県

さがみロボット産業特区参加
促進事業

特区の取組効果を地域経済の活性化につなげるため、中小企業等がロ
ボット関連産業に関わる機会を提供するとともに、ロボットを活用した新た
な市場形成の可能性を示していくことにより、「産業界にとっての見える
化」を推進し、特区への参加を促進する。

数値目標
（３）
（４）

　令和３年度は、優れたロボット関連技術を紹介
する、ロボット技術マッチングサイトを公開し、
40社の技術を掲載し企業間交流を促進した。

神奈川県

ロボット共生社会推進事業

ロボットと共生する社会の実現に向けて、ロボットが活用されている様子
を身近な場所で実感できるモデル空間を展開するとともに、江の島におい
て自動運転バスの実証に取り組み、「県民にとっての見える化」を推進す
る。

数値目標
（２）
（５）
（６）

　令和３年度は、多くの県民の目に触れるよう
「かながわロボタウン」において県民参加型の実
証実験等を実施予定だったが、新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大防止のため中止した。

神奈川県

ロボット体験施設
住宅展示場のモデルハウス等に生活支援ロボットを配置し、自由に体験
してもらう場としてのロボット体験施設を運営する。

数値目標
（５）
（６）

　ロボット開発企業の協力のもと、普段の生活空
間に近い形でロボットのある暮らしを実感できる
「ロボット体験施設」を、特区内に１箇所設置
し、令和３年度は、1530人が来場した。

神奈川県

ロボット体験キャラバン
介護施設等にロボットを持ち込み、施設職員等に実際のロボットに
触れて体験してもらう場としてロボット体験キャラバンを実施す
る。

数値目標
（５）
（６）

　令和３年度は、令和２年度に引き続き、新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大防止のため中止し
た。

神奈川県

ロボットモニター制度
生活支援ロボットの購入やリースを検討している施設等が、安心してロ
ボットを導入できるよう、事前に一定期間ロボットを試せる生活支援ロボッ
トのモニター制度の実施する。

数値目標
（５）
（６）

　令和３年度は13件実施した。 神奈川県

ロボット導入支援事業
特区の取組を活用して商品化された生活支援ロボットについて、導入の
促進を図るため、導入経費の補助を実施する。

数値目標
（５）

　令和３年度は、34箇所・40台の導入経費の補助
を行った。

神奈川県

その他、生活支援ロボットの
普及・浸透

「さがみロボット産業特区」をアピールするための広報活動事業や、子ども
たちがロボットに親しみ、動く仕組みや正しい使い方について考えること
で、ロボットとの共生に欠かせないこころ「ロボットリテラシー」を養うことを
目的としたロボットリテラシー授業等を実施する。

数値目標
（５）
（６）

　「鉄腕アトム」をイメージキャラクターとした
戦略的な広報を実施するとともに、特区で取組ん
でいるコロナ対策に有用なロボットを紹介する
「新型コロナウイルス感染症対策に活躍できるロ
ボットたち」を特区特設ページに作成した。な
お、特区内の小学校を対象に、ロボットの仕組み
や正しい使い方について考える「ロボットリテラ
シー授業」は、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止のため中止した。

神奈川県

特区の掲げる目標の達成に寄与したその他の事業
事業名 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

体制強化、関連する民間の取組等

体制強化

民間の取組等

　平成26年４月より、神奈川県産業労働局産業部産業振興課内に、「さがみロボット産業特区グループ」（令和３年度末：職員７名）と、特区の区域内で
の事業推進力を高めるため、海老名市にある県産業技術センター（現地方独立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所）内に「さがみロボット産業特区推
進センター」を設置（令和３年度末：職員４名）

・生活支援ロボットの研究開発・実証実験等の主体は全て民間事業者（企業・大学等）であり、県等はその実現を支援。
・民間企業23社、大学・研究機関６者、公益法人等５者が地域協議会に参画。
・特区協議会の委員である（公社）かながわ福祉サービス振興会が、介護事業所のニーズを的確に把握し、本当に必要な介護ロボットの提供や質の高い
サービスを提供できる環境づくり、人材の確保・育成を目指し、「介護・生活支援ロボット普及推進協議会・同活用研究会」を設立。
・市町独自で取組を推進。
　相模原市…「さがみはらロボットビジネス協議会」の運営や、市役所本庁舎にて特区で生み出されたロボットの展示などの取組を実施。
　藤沢市…関連企業の誘致やロボットの普及・啓発、人材育成に取り組むとともに、ロボット体験施設を活用した普及啓発を実施。
　厚木市…第３次厚木産業マスタープランに基づきロボットの導入支援に対する補助や市内ロボット企業と連携した普及啓発の取組を実施。
　その他の市町においてもロボット研究会・講演会・ＰＲイベント・企業への研究開発補助等を多数実施。
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